
第 10 号議案 

令和２年６月 12 日 
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職員の職務専念義務の免除及び給与等の取扱いについて 

 

 

下記の事項について、適当と認め、協議・申請のとおり同意・承認する。 
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  新型コロナウイルス感染症に係る抗体検査を受ける場合における職員の職務専念義務

の免除及び給与等の取扱いに関する臨時措置について 
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 新型コロナウイルス感染症に係る抗体検査を受ける場合における職員の職

務専念義務の免除及び給与等の取扱いに関する臨時措置について 

（知事・教育委員会・議会・監査・選挙管理委員会・人事委員会・東京海区漁業調整委員会・

警視庁・東京消防庁・交通局・水道局・下水道局） 

  

  新型コロナウイルス感染症に係る抗体検査を受ける場合における職員の職務専念義務の免除に

ついて同意し、給与等の減額の免除について承認する。 

項   目 内           容 

対 象 職 員 
  新型コロナウイルス感染症に関する抗体保有状況を把握するために行

われる抗体検査を受ける者 （会計年度任用職員を含む） 

取 扱 い の 内 容 

新型コロナウイルス感染症に関する抗体検査を受けるために公務に支

障のない範囲で必要と認める時間について、職務に専念する義務の免除

並びに給与及び報酬の減額免除をすることができる 

申  請  理  由 
新型コロナウイルス感染症対策として、都として抗体検査に積極的に

協力する必要があるため 

期 間   令和２年６月 1 日から当面の間 

  なお、交通局、水道局及び下水道局については、職務専念義務の免除のみについて同意する。 

 

 

 

〇参 考 

【職員の職務に専念する義務の免除に関する規則（抄）】 

第二条 職員があらかじめ任命権者(その委任を受けた者を含む。以下同じ。)の承認を得て、職

務に専念する義務を免除される場合は、次に掲げる場合とする。 

１～６（略） 

７ その他特別の事由のある場合 

第三条 任命権者が前条第七号の規定により職員の職務に専念する義務を免除しようとするとき

は、あらかじめ人事委員会の意見を聴かなければならない。 

 

【任命権者が職員の給与の減額を免除することのできる場合の基準（抄）】 

第二条 任命権者は職員が職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例に規定する正規の勤務時

間に勤務しない場合において、勤務しないことにつき給与の減額の免除を申請したときは

別表に定める基準に従い、これを承認することができる。 

別表 １～13 （略） 

14 前各号のほか、あらかじめ人事委員会の承認を経て任命権者が定めた事項 
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抗体保有調査概要

東京都（3区）

宮城県

大阪府

住民調査

対象者 一般住民

対象人数 地域ごとに約3,000人（合計約10,000人）
（※一定数血液検査会場に来場しない者を見込み多めに募集します）

対象地域 東京都・大阪府・宮城県

リクルート方法
各都道府県がアプリ等の媒体による希望者や住民基本
台帳を用いて無作為抽出を行い、対象者を選定します。

測定機器等

以下、3種類の免疫測定法
アボット社 （化学発光免疫測定法）
モコバイオ社 （蛍光免疫測定法）
ロシュ社 （電気化学発光免疫測定法）

実施時期 令和２年６月上旬

報告時期 調査結果がまとまり次第

 厚生労働省では、３都府県※の協力を得て、性別、年齢を母集団分布と等しくなるよう層別化し、無作為抽出により

選ばれた一般住民約3,000人（全体で１万人程度）を対象として新型コロナウイルスに関する抗体検査を行います。

 測定に使用する機器等は、世界的にみて一定の基準を課している国において既に使用が認められているなど、一定の

評価がなされているものを活用します。

 6月より調査を行い、調査結果はまとまりましたら厚生労働省のホームページに公表します。

※ 100万人以上の都市を有する、人口が200万人以上の都道府県のうち、人口10万人あたりの新型コロナウイルス感染症累積感染者
数が多い２自治体（東京都、大阪府）と少ない１自治体（宮城県）を対象とします。

計画の概要

実施内容

厚生労働省ホームページより参考
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